
鷹栖町　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業【令和６年度実施計画】

視点（１）守る
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1

住民税非課税世
帯等給付金給付
事業【電力・ガ
ス・食料品等価
格高騰重点支援
追加分】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
　Ｒ５年度分の住民税非課税世帯　867世帯×70千円　のうちのＲ５計画
分
④Ｒ５年度分の住民税非課税世帯　（867世帯）

町民課 490,000 490,000 490,000 R5.12 R6.3 守る
支給実績
867世帯

Ａ Ａ
低所得世帯への支援が速や
かに図られた。

2
低所得者支援及
び定額減税補足
給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　176世帯×100千円、令和６年度非課税化
世帯　48世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　58世帯×100
千円、子ども加算　125人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者
2435人　(50000千円）　　のうちR６計画分
事務費　4755千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（282世帯）、定額減税を補足する給付
の対象者数（2435人）

町民課 65,655,000 66,938,178 64,590,000 R6.7 R6.11 守る

支給実績
令和５年度均等割のみ課
税世帯　176世帯×100千
円、令和６年度非課税化
世帯　48世帯×100千円、
令和６年度均等割のみ課
税化世帯　58世帯×100千
円、子ども加算　125人×
50千円、定額減税を補足
する給付の対象者　2435
人　(50000千円）

Ａ Ａ
低所得世帯への支援が速や
かに図られた。

6
№2事業（事務
費）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付にかかる事務費。
③事務費　18千円
事務費の内容　［需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　使用料及び賃借料　として支出］
④低所得世帯等の給付対象世帯数（282世帯）、定額減税を補足する給付
の対象者数（2435人）

町民課 18,000 18,000 18,000 R6.7 R6.11 守る

支給実績
令和５年度均等割のみ課
税世帯　176世帯×100千
円、令和６年度非課税化
世帯　48世帯×100千円、
令和６年度均等割のみ課
税化世帯　58世帯×100千
円、子ども加算　125人×
50千円、定額減税を補足
する給付の対象者　2435
人　(50000千円）

Ａ Ａ
低所得世帯への支援が速や
かに図られた。

7

住民税非課税世
帯給付金給付事
業【令和６年度
補正予算分】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　800世帯×30千円、子ども加算　80
人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　1271千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　使用料
及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（800世帯）

町民課 26,871,000 26,922,764 26,871,000 R7.2 R7.5 守る

支給実績
793世帯
こども加算
76人

Ａ Ａ
低所得世帯への支援が速や
かに図られた。

9

住民税非課税世
帯給付金給付事
業【令和６年度
補正予算分】の
家計急変世帯へ
の横出し給付事
業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②予期せず収入の減少があったため家計が急変し、住民税非課税世帯と同
様の事情にあると認められる世帯に、１世帯あたり30千円、こども１人あ
たり20千円を加算分としてを給付する経費。
③
給付金　２世帯×30千円＝30千円
こども加算　２人×20千円＝20千円
④低所得の世帯

町民課 100,000 400,000 400,000 R7.2 R7.5 守る

支給実績
６世帯
こども加算
11人

Ａ Ａ
低所得世帯への支援が速や
かに図られた。

■事業の妥当性の評価 （コロナ交付金を活用した事業として）

Ａ：適正であった Ｂ：おおよそ適性であった Ｃ：適正さに欠ける

■事業の有効性、成果についての評価

Ａ：大いに効果があった Ｂ：効果があった Ｃ：効果が乏しかった
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11
地域消費活性化
プレミアム付き
商品券発行事業

①エネルギー・食料品価格高騰対策として、影響を受けた生活者を支援す
るため、地域で活用できるプレミアム商品券を発行する。
②商品券のプレミアム率分および事務に要する経費。
　1冊あたり1,500円分の上乗せ
　5,000円→6,500円（30％相当）
　発行部数8,000冊
③実施主体である鷹栖町地域消費活性化事業協議会へ補助金として支出
　・プレミアム分　1,500円×8,000冊＝12,000千円
　・事務費　　 2,000千円
　（内訳：消耗品135千円、委託料（事業実施に伴う臨時的職員雇用に伴
う人件費）200千円、印刷製本1,111千円、広告費24千円、郵送料300千
円、振込手数料200千円、コピー使用料20千円、会場等借り上げ料10千
円）
④町民

産業振興課 14,000,000 13,753,428 13,753,000 R6.4 R7.3 守る
販売実績
8,000冊

Ａ Ａ
物価高騰の影響を受けた生
活者への支援が速やかに図
られた。

12
物価高騰対応重
点支援学校給食
費軽減事業

①エネルギー・食料品価格高騰に対応し、物価高騰に直面する子育て世帯
を支援するため、教職員等を除く、町内小中学校における学校給食費を支
援する。
②食材高騰分を給食費に転嫁せずに町が負担することで、子育て世帯を支
援するための経費。年間の提供食数×１食あたり単価に基づく金額に、物
価上昇率を乗じた金額分を、物価上昇の影響額として支援する。
③
支出科目は賄材料費。
年間提供食数×１食あたり単価（小学校255円、中学校300円）×物価上昇
率（令和5年9月　6.1％）
1,820千円
④小中学校児童の保護者

教育課 1,820,000 1,820,000 1,820,000 R6.4 R7.3 守る
学校給食費
据え置き

Ａ Ａ
子育て世帯への支援が速や
かに図られた。

13
加工用トマト生
産者支援事業
【国R５補正分】

①エネルギー・食料品価格高騰に対応し、農業用肥料や資材等の価格高騰
の影響を受けている農業者へ支援を行うことで、食材等の安定供給に資す
る。
②町の特産品であるトマトジュースの原料トマトを生産している、鷹栖町
内に住所がある農業者が、トマトジュースを加工する農業振興公社へ出荷
した実績に応じて、１㎏あたり上限20円を給付する事業費。
③
3,675,000㎏×20円＝7,350千円
のうち、国R５補正分として7,300千円
④町内に住所を有する加工トマトの生産者

産業振興課 7,300,000 5,563,000 326,000 R6.4 R7.3 守る
支給実績
279,362㎏分

Ａ Ａ
農業者への支援が速やかに
図られた。

14
生活支援米支給
事業

①物価高騰に伴う影響を鑑み、鷹栖町の農産物（鷹栖産米）を支給するこ
とにより、経済的負担を軽減することを目的とする。
➁基準日（令和７年１月１日）現在、鷹栖町の住民基本台帳に登録されて
いるものを対象として、１人あたり鷹栖産米５キロと引換ができる引換券
を送付し、引換券によって支給するお米に要する経費。
③22,948千円
【内訳】
　・鷹栖産米５キロ　3,300円×6,500名＝21,450千円
　・印刷製本費　　　19千円
　・通信運搬費　 1,249千円
　　（郵送料 　　　949千円）
　　（配送料 　　　300千円）
　・委託料　 　　　230千円
    （事業案内・引換券印刷、封入、封緘、封筒印字）
※その他財源は一般財源
④基準日時点で鷹栖町の住民基本台帳に登録されているもの

産業振興課 22,948,000 22,232,098 19,750,000 R7.1 R7.5 守る
支給実績
6,307人

Ａ Ａ
物価高騰の影響を受けた生
活者への支援が速やかに図
られた。

9事業 合計 139,202,000 138,137,468 128,018,000

■外部評価意見

・必要な支援を必要な対象に都度、実施していると理解する。
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